
７月７日国連では核兵器禁止条約が国連加盟国の３分の２の国々

の賛同で核兵器禁止条約が採択されました。

奈良県議会の核兵器廃絶決議を
英訳して国連軍縮委員会あて送付

奈良県議会はこれに先立ち３月に、県議会としては全国で初めて

「核兵器の廃絶を求める意見書」が可決され、今井光子県議は英

語に翻訳して国連の会議に向けて軍縮委員会に送るように議長に

要請して今回の会議に間に合うように送付されました。

草の根で集めていただいた
北葛４町の１３０６筆も国連に届けました

またこの間、北葛城郡の４町の役場や、学校、医療福祉施設、シ

ルバー、草の根で集めていただいた署名が１３０６筆が寄せられ

て今回被爆者署名が３００万筆日本中から送った中にこの署名も

一緒に届けてもらいました。

＊＊

広島、長崎の体験、核兵器の非人道性が条約に至った動機でし

た。条約には「ヒバクシャ」ということが２か所も書かれ、核兵

器の使用が国連憲章、国際法、国際人道法に照らして違法とされ

ました。第１項ではａ実験・生産・製造・取得、保有貯蔵の禁止、

ｂ移転の禁止、ｃ移転を受領することの禁止、ｄ使用の威嚇、ｅ

いかなる様態にかかわらず援助し、奨励し、または勧誘してはな

らないとされ、「核の傘」に入ることも禁止です。

核保有国に対しては１、核兵器を廃棄して条約に入る、２、核

を持ったままで条約に入る運用形態を解除して可及的速やかに廃

棄する協定をむすぶ。（期限を決めた計画を示す）

日本の被爆者運動が一貫して求めてきた被爆者援護も条約に入

りました。

＊＊

今後の核廃絶への道は、１ 条約そのものが持つ法的な規範力

２ 条約を作り上げた世界の政府と市民運動の力 ３ 核兵器

保有国と同盟国で核廃絶を求める世論を多数にして条約の締結を

求める運動を進める。

＊＊

かつてストックホルムアピール署名は世界で５億人集まり、当

時朝鮮戦争でアメリカの原爆使用を止めさせました。当時日本で

は６３０万人分が集まり奈良県で２３０００人分の署名が集まり

ました。奈良県では３９市町村すべて平和首長会議に参加してい

ます。平和首長会議も広島長崎アピール署名を世界数億人あつめ

る呼びかけに賛同しています。

さらなる前進に頑張ります。

北葛だより
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草の根の取り組みが世界を動かす

ついに
加盟国の３分の２（122か国）が賛成

唯一の被爆国の政府・日本政府は参加せず

日本共産党議員の所属委員会は次の通り。（◎委員長、〇副委員長）

山村幸穂議員 総務警察委員会〇、少子化対策女性の活躍委員会

小林照代議員 厚生委員会、防災県土強靭化対策委員会◎

今井光子議員 経済労働委員会◎、観光振興対策特別委員会

太田 敦議員 建設委員会、南部東部振興対策委員会〇

宮本次郎議員 文教くらし委員会、産業基盤強化推進委員会

経済労働委員会委員長になりました。よろ

しくお願いします。

２０１７年度から小規模企業基本条例がい

よいよスタートです。奈良県の94％を占める

小規模企業が活性化できれば奈良県が元気に

なれます。これまで県政政策の蚊帳の外だと

思われていた小さな企業の技術、発想、ネッ

トワークなどを生かして奈良の魅力が発進で

きたらと思います。
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新しい所属委員会

経済労働委員長になりました



６月議会は６月１６日から７月３日まで行われ、９件の

議案、２２件の報告案件が提案され、可決しました。

手話通訳が本格導入されました
６月議会から本会議質問の手話通訳の本格導入が開始さ

れ、政務調査費のインターネット公開も始まりました。い

つでもご覧になれます。

奈良少年刑務所の整備活用に関する意見書を採択
日本共産党が提案した「奈良少年刑務所の整備活用に関

する意見書」が全会一意で可決しました。

歴史的建造物のレンガ造りの少年刑務所はホテルとして

活用されることになりましたが、同所に、この施設の歴史

とりわけ平和と民主主義を求めた人が投獄されていた歴史

の展示場を設けてほしいというものです。

県立医大病院に緩和ケア病床を 請願を採択
県立医科大学付属病院に緩和ケア病床の設置を求める請

願を採択しました。緩和ケアは今後ニーズが高まっていく

と思われます。しかし奈良県には４か所しかありません。

国保中央病院にもありますが南和からは遠く、医大にホス

ピスを望む声が奈良県のホスピスとがん医療を進める会か

ら請願が提出されました。

登美学園・筒井寮
引き続いて県直営を維持

登美学園と筒井寮の建て替えに伴

う運営については県が独自で運営を

するよう求めてきましたが今回県独

自で行うことが明らかになりました。

登美学園は知的障害の子どものた

めの福祉型障害児入所施設です。筒井療は視覚・聴覚に障害のあ

る児童の入所施設です。それぞれ老朽化したため今回いっしょに

建て替えることになり民間委託や指定管理でなく県直営となりま

した。

病児保育の全県的推進を

生駒郡と北葛城郡の周辺には病児保育がなく、子どもの病気で

も仕事が休めない親にとっては切実です。西和医療センターに設

置を望む要望があり、運動が始まっています。病児保育を全県的

に推進することについての県の考えをただしました。

病児保育は現在、５市６か所で実施されています。

西和地域の病児保育の広域実施について県は、４月に、西和の

７町に対して病児保育の制度、運営費、回収費等補助金の内容、

それと大和高田市の「ぞうさんのお家」の運営状況などについて

情報提供をおこなったと答弁。現在、西和７町で西和医療センター

での病児保育の実施内容等について検討しているところです。

５歳児検診の実施を

１歳半、３歳などの検診では見つけにくい社会性のある病気や

視力などは「５歳児検診」を行うことで発達支援が必要な子ども

の早期発見、早期治療につながるといわれています。このため鳥

取県では５歳児検診実施をはじめました。

奈良県でも導入を進めて市町村を応援すべきだと求めました。

県内では下北山村と十津川村で５歳児検診を実施しています。

県としては法定検診の１歳半、３歳の検診がどこでも同じよう

に実施できるようマニュアルを作成し充実を図っていると答える

にとどまりました。

５歳児健診を実施している鳥取県では、３歳児検診で発達上の

問題が指摘されずに、５歳児発達相談で初めて気づいた事例が、

「軽度ＭＲ児」で３８．５％、「ＡＤＨＤ」で５８．９％、「Ｐ

ＤＤ」の子どもさんで４３．９％、「ＬＤ」の疑いは１００％だっ

たという、高い発見率が報告されていて、５歳児検診の必要性は

明らかです。５歳児の検診というのは、まだ国の事業にも入って

おりませんのが、必要性から考えたら大事なことだと思います。

県としてもぜひ、このことについては研究をしていただきたい

と強く求めました。

みっちゃんの宅配便（今井光子県議会報告） ２０１７年７、８月号

願いのあるところ

どこへでも
今井光子のフォトレポート

今井光子県議の活動を写真でレポー
トします。

少子化対策・女性の活躍委員会質問
2017年6月15日

今井 光子議員

県全体の国保加入者の平均所得は１人あたり７１万円／年（２０１５年）と低く、

平均保険料は収入の１１％にあたる、１人あたり８１１１０円／年です。下表のよ

うに県単位化で、保険料が大きく上がると言われています。（表は奈良県社会保障

推進協議会が県の資料をもとに試算したもの。保険料額の決定は市町村が行うもの

ですから、確定したものではありません）所得の２割を超える保険料負担が試算さ

れています。

そうなるともう、生活ができません。県は国保広域化（県単位化）は「制度を維

持するため」と説明しますが、被保険者の暮らしが成り立たないような制度で県民

の命が守れるでしょうか。支払いができる保険料への引き下げこそ求められます。

支払える国保料に！国 保 の
県単位化

河合町の学校の雨漏りを視察しました。
この学校では別の棟の雨漏り改修をおこなっ
たばかりで、新たな棟の雨漏り発生で頭を
かかえています。
学校の大規模改修や耐震改修に出る補助

金はありますが、１０００万円程度の改修には補助はありません。町単独で回
収するには大きな負担になります。以前にはあったという県の、小規模な改修
にも使える補助金の復活が求められているのではないでしょうか。

大変！学校の雨漏り

〔上写真〕

吉野町内で東京

ドーム９個分とい

う巨大な太陽光発

電施設を建設中。

吉野の山林が、ご

らんのように剥ぎ

取られました。

現地を訪問し、

県議会では防災対

策の確実な推進を

求めました。

〔下写真〕下北山村で発生した

がけ崩れで国道がストップ。太

田あつし議員と一緒に現地視察。

速やかな対応がおこなわれ、今

は通行可能になっています。

安全安心の

地域づくりを

ご一緒に


